　３－１　人　　事
３－１　人　　事
１　人　事
[bookmark: _GoBack]学校は，児童・生徒一人ひとりに対する教育目標の達成を目的とする経営体である。経営の三要素である「人・物・金」を整備管理していくことで，効果的な教育環境の整備がなされる。このうち人的要素を整備し，管理することが人事である。
(1) 採　用
県費負担教職員（市町村立学校職員給与負担法第１条及び第２条に規定する職員）の任命権は，都道府県委員会に属している。地教行法
第37条

県費負担教職員は，市町村立小・中学校（中等教育学校の前期課程含む）および特別支援学校の校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭，寄宿舎指導員，講師，学校栄養職員，事務職員が該当する。学校職員給与負担法 　　第1,2条

県費負担教職員の採用には「正式採用」，「臨時的任用」及び「定年退職者等の再任用」がある。
ア　正式採用
教職員の任用は，受験成績，人事評価その他の能力の実証に基づいて行わなければならない。地方公務員法
第15,17条

一般の公務員や学校事務職員の採用は競争試験による｡これに対して，校長の採用並びに教員の採用及び昇任については，任命権者たる教育委員会の教育長の選考による。教育公務員特例法
第11条

(ｱ) 条件付採用期間
教諭等は採用後１年間，他の職員にあっては６ヶ月間が条件付採用期間である。同法　　第12条
地方公務員法
第22条

ただし，その期間内の勤務日数が90日未満の場合は，その日数が90日に達するまでその条件付採用期間を延長することができるが，採用後１年をこえることはできない。
(ｲ) 採用後の提出書類関係（奥能登教育事務所管内の場合）
	提　出　先
	書　類　名
	備　　考

	教育事務所
	住所（変更）届出書
給与口座振込（変更）申出書
預金口座振替依頼書
通勤届・通勤手当認定簿
住居届・住居手当認定簿
扶養親族届・扶養手当認定簿
児童手当認定請求書
扶養控除等(異動)申告書

	コピーを送付
コピーと通帳コピーを送付
Ａ口座用（通帳届出印に注意）
該当者，地図ソフトの打ち出し，定期券の写し等
該当者，契約書写等必要書類
該当者，戸籍抄本等必要書類
該当者，児童手当用所得証明等必要書類
個人番号カードの写し又は通知カードの写し等
（個人番号カードの両面コピー又は通知カードのコピー及び運転免許証のコピー）



	給与システム
入力
	税自己該当
寒冷地手当
給与口座振込内容
住所
個人番号（本人）
通勤手当
住居手当
扶養手当
児童手当
へき地手当
	必ず入力する項目
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃被扶養者がある場合は合わせて入力
該当する場合入力する項目
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃

	共済組合・
互助会
	資格取得届書
前歴報告書
年金加入期間報告書
辞令写
口座振込設定届
被扶養者（認定）申告書
国民年金被保険者該当届
組合員証受領書
	共済組合と互助会の二種類

添付：年金手帳の写し又は基礎年金番号通知書の写し、履歴書の写し


該当者
配偶者が被扶養者になる場合
組合員証受領後

	地　教　委
	履歴書
初任給決定通知書
職歴通知書
宣誓書
	３部作成　２部提出・１部学校保管
前歴のある人
前歴のある人


	そ　の　他
	預金口座振替払に関する届出書
学校生協加入届，諸届
	石川県教職員事務ｾﾝﾀｰへ提出（通帳届出印注意）
加入希望者


(ｳ) 着任
職員は，採用又は転任の日から５日以内に着任しなければならない。市町学校管理規則


イ　臨時的任用職員
次の場合に，臨時的に職員を任用することができる。職員任用規則
第14条

(ｱ) 臨時的に任用する場合
災害その他重大な事故のため，職員を任命するまでの間その職員の職を欠員にしておくことができない緊急の場合，又は，１年以内に廃止されることが予想される臨時の職に関する場合，若しくは，補充しようとする職に対する任用候補者の提示の請求に対し，任命権者が人事委員会から適当な任用候補者がいない旨等の通知を受けた場合。
具体的には，教職員の産前・産後休暇に伴う代替職員の任用や，休職者，内地留学者等の補充として臨時的に任用する場合がある。
(ｲ) 任用期間の更新
臨時的任用の更新は，６か月をこえない期間で更新できる。ただし，任用期間は通算して１年を超えてはならない。職員任用規則
第15条

(ｳ) 任用後の提出書類（例：奥能登教育事務所管内の場合）
	提　出　先
	書　類　名
	備　　考

	教育事務所
	債権者登録申出書
社会保険等加入申込書


健康保険厚生年金保険
被保険者資格取得届出書
雇用保険被保険者資格取得届出書
通勤届・通勤手当認定簿

住居届・住居手当認定簿
扶養親族届・扶養手当認定簿
児童手当認定請求書
扶養控除等(異動)報告書
	通帳のコピーを添付
２か月以上勤務する場合
以前に加入していた人は
　　年金手帳
　　　(基礎年金番号通知を貼付したもの）
　　雇用保険被保険者証

該当者，地図ソフトの打ち出し，定期券の写し
等
該当者，契約書写等必要書類
該当者，戸籍抄本等必要書類
該当者　児童手当用所得証明等必要書類
個人番号カードの写し又は通知カードの写し等
（個人番号カードの両面コピー又は通知カードのコピー及び運転免許証のコピー）

	地　教　委
	履歴書
初任給決定通知書
講師等調査書
	市販の用紙可，写真貼付





ウ　任期付職員育休法　第６条

　  次の場合に任期付きで，職員を採用することができる。
(ｱ)　任期付きで採用する場合
　　 育児休業を取得する教職員の代替の教職員として，平成３１年４月１日以降
は，地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第１号の規定により，
任期付職員を採用する。
(ｲ)  任期付職員になった際の新たな職名
　   育児休業代替講師（事務職員，栄養職員，養護助教諭）
　   ※「講師」の部分は，「事務職員」，「栄養職員」，「養護助教諭」に必要
に応じ入れ替え
(ｳ)  任期の終了
　 ①任期付職員の任期中であっても，法律や条例の規定により育児休業が失効し，
又は取り消されたことにより育児休業期間が終了したときは，原則として，
任期は終了するものとする。
　 ②任期付職員の任期中であっても，人事上の必要その他特別の事情があるとき
は，任期を終了させることがある。
(ｴ)  勤務形態
　   正規職員に準じる。


エ  非常勤職員
職員の病休代替や初任教員研修の補充，中学校免許外教科担任解消の補充等のために臨時的に任用する。
提出書類（例：奥能登教育事務所管内の場合）
	提　出　先
	書　類　名
	備　　考

	教育事務所
	債権者登録申出書
通勤届
	通帳の写しを添付
費用弁償用として１部，地図ソフトの印刷，定期券の写し等 

	地　教　委
	履歴書
講師等調査書
	市販の用紙可，写真貼付




オ　定年退職者等の再任用
任命権者は，定年退職者等を従前の勤務実績等に基づく選考により，常時勤務を要する職に採用することができる。地方公務員法
第28条の4

この制度は，定年等により退職した職員のうち，働く意欲と能力のある者の雇用機会を拡充し，高齢期（60歳代前半期）の職員が長年培った能力・経験を有効に発揮できるようにしたものである。
(ｱ)	対象者
ａ　定年退職者
ｂ　勤務延長後の退職者
ｃ　定年退職日以前に退職した者で次に掲げる者再任用条例
第2条

(a) 25年以上勤続して退職した者であって当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者
(b) (a)に該当する者として再任用されたことがある者
(ｲ)	採用の方法地方公務員法
第28条の4

従前の勤務実績等に基づく選考により行われる。
(ｳ)	任期
１年以内
(ｴ)	任期の更新再任用条例
第3条

更新直前の任期における勤務実績が良好である場合に，あらかじめ職員の同意を得た上で１年以内で更新ができる。
(ｵ)	任期の末日同条例　 第4条

65歳に達する日以後における最初の３月31日以前。
(ｶ)	勤務形態
勤務形態には，フルタイム勤務（週38時間45分）と短時間勤務（週16時間から32時間までの範囲内）の２種類がある。
※　詳細は県教委より出される石川県公立学校教職員再任用候補者選考実施要項を確認のこと。
(2) 転　任
人事異動に伴う転入や転出のことをいう。
ア　転出校への提出書類(例：奥能登教育事務所管内の場合) 
	書　類　名
	備　　考

	履歴書
教職員健康診断票
給与口座振込（変更）申出書
（給与振込口座確認書）
扶養親族届，扶養の申立書及び添付書類
児童手当認定請求書（現況届）
被扶養者申告書（共済），申立書及び添付書類
給与所得者の扶養控除（異動）申告書
保険料控除等申告書
住宅借入金等特別控除申告書
住居届及び認定簿・契約書等
出勤簿
勤務関係諸願届出票
自家用車公務使用届出書（引率使用も同様）
氏名ゴム印
職員コードゴム印
教職員調査書の写
３月分特殊勤務手当実績簿の写
　　（部活動手当・主任手当等）
赴任旅費にかかる証明書
	原本
原本
所属控

該当者　所属控
　〃
　〃
原本
所属控
該当者　所属控
該当者　所属控
原本
写し
写し


前年度写
該当者　写し

該当者



イ　転任等にかかわる事務引き継ぎについて
職員は，転任又は休職・退職等となったときは，速やかに，次の各号によって事務引き継ぎをしなければならない｡
(例：輪島市の場合)市町学校管理規則

(ｱ) 校長にあっては，文書，校具及び重要な事務を引き継ぎ書を添えて後任者又は教頭に引き継ぐこと。
(ｲ) 校長以外の職員にあっては，その分担する事務及び保管文書を校長に引き継ぐこと。
(3) 昇　任地方公務員法
第15条の2

昇任とは，現在の職より上級の職に任命することをいう。
具体的には教諭→教頭，教頭→校長などをいう。
提出書類（新校長の場合）
	提　出　先
	書　類　名

	教育事務所
	資金前渡職員報告書

	地　教　委
	事務引継書



(4) 退　職
退職とは，失職の場合及び懲戒免職の場合を除いて，離職することをいう。
ア　自己都合退職
職員が自分の意により退職することをいう。
【提出書類】
(ｱ) 退職願 ・職員の退職について	････地教委経由県へ
(ｲ) 退職手当支給願・履歴書・所得税申告書	････県へ
(ｳ) 退職共済年金決定請求書	････共済組合へ
(ｴ) 生協脱退手続き又は，継続手続き	････生協へ
他，履歴書整備など
詳しくは「教職員の退職前後の手続きガイドブック」
「退職事務の手引」	等を参照
イ　勧奨退職
50歳以上で，かつ20年以上勤務して退職する場合などで人事委員会規則に定めるところによる。退職手当条例
第5条の3

【提出書類】
自己都合退職と同じ
ウ　定年退職定年条例
第2,3条

職員の定年は60歳とする。定年に達したときは定年に達した日以後における最初の３月31日に退職する。
【提出書類】
自己都合退職と同じ
エ　死亡退職
(ｱ) 公務外の死亡
【提出書類】（遺族による申請）
ａ　死亡診断書又は死体検案書・職員の死亡について
	････地教委経由県へ
ｂ　給与・諸手当関係	････県へ
(a) 退職手当関係
退職手当支給願・履歴書・戸籍謄本
(b) 給与関係
未払給与等請求書・代表者選任届
(c) 年末調整関係
・死亡退職者に係る年末調整調書
・控除額があるときはその証拠書類の写し
・給与所得者の扶養控除申告書
・給与所得者の保険料控除申告書など
ｃ　遺族共済年金決定請求書・埋葬料請求書・異動報告書等
	････共済組合へ
ｄ　死亡弔慰金請求書	････互助会へ
ｅ　脱退手続き	････生協へ
ｆ　履歴書整備など
(ｲ) 公務上の死亡
【提出書類】（遺族による申請）
公務外の死亡の場合と同じ書類のほかに下記の書類を追加する。
公務災害認定書の写し	････県へ
(5) 分　限
職員が一定の理由により，その職責を十分に果たし得ない場合に，本人の意志に反して行う処分を分限処分という。ただし，この処分は公正でなければならず，法律や条例で決められた理由による。地方公務員法
第27条

ア　降任又は免職
降任とは，現在の職よりも下位の職に任命することであり，免職とは，その職を免ずることである。
(ｱ) 地方公務員法で定める理由同法
第28条1項

職員が下記の一つに該当する場合，その意に反して，これを降任し，又は免職することができる。
ａ　勤務実績がよくない場合
ｂ　心身の故障
ｃ　上記の外，職に必要な適格性を欠く場合
ｄ　廃職又は過員を生じた場合
(ｲ) 県費負担職員の免職及び都道府県の職への採用分限手続効果条例
同規則
地方公務員法
第28条2項
地教行法
第47条の2

都道府県教育委員会は，市町村の県費負担職員で下記のいずれにも該当するものを免職し，引き続いて都道府県の常時勤務を要する職（指導主事，校長，園長，教員の職を除く。）に採用することができる。
事実確認の方法その他該当するかどうかを判断するための手続きに関し必要な事項は，都道府県の教育委員会規則で定めるものとする。
ａ　児童又は生徒に対する指導が不適切であること
ｂ　研修等必要な措置が講じられたとしてもなお児童又は生徒に対する指導を適切に行うことができないと認められること
イ　休　職
休職とは，分限処分として身分を保有したまま，職に従事させないことをいう。
(ｱ)	心身の故障のため長期の休養を要する場合
(ｲ)	刑事事件に関し，起訴された場合
ウ　降　給
降給とは，給料の号給又は給料月額を下げる処分をいう。
石川県に降給に該当する条例はない。
※　教員が一般事務職員に転任した場合のように，職務と責任の変更により給料の号給が下がる場合は降給に該当しない。
エ　失　職
失職とは，職員が一定の事由に該当することにより，当然に職を失うことをいう。地方公務員法
第28条4項

(ｱ)	成年被後見人又は被保佐人
(ｲ)	禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで，又はその執行を受けることがなくなるまでの者
(ｳ)	政府を暴力で破壊することを主張する政党，その他の団体を結成し，又はこれに加入した者
なお，これらの手続きや効果は条例で定められている。
(6) 懲　戒
ア　職員が次の理由に該当するとき，懲戒処分として処分される。地方公務員法
第29条
懲罰手続効果条例
地方公務員法
第28条4項

(ｱ)	地方公務員法又はこれに基づく条例，地方公共団体の規則や地方公共団体の機関の規定に違反したとき
(ｲ)	職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき
(ｳ)	全体の奉仕者にふさわしくない非行のあったとき
イ　懲戒処分は次のように区分される。
(ｱ)	戒告････職員の義務違反に対し将来を戒める処分をいう
(ｲ)	減給････一定の期間，給与の一定割合を減額して支給する処分をいう
(ｳ)	停職････懲戒処分として職を保有したまま，職務に従事させないことをいう
(ｴ)	免職････職を免ずることをいう
なお，これらの効果や手続きは条例で定められている。

(7) 校長職務代行
校長に事故があるとき，教頭（副校長を置く学校にあっては副校長）がその職務の代理をし，校長が欠けたときは，その職務を行う。この場合において教頭（副校長を置く学校にあっては副校長）が二人以上いるときは，あらかじめ校長が定めた順序で，その職務を代理し，又は行う。学校教育法
第37条の⑥⑧

ア　代表者変更の手続き（死亡のとき）
	事実発生
	教職員の死亡について　教頭報告

	↓↓
	

	代行者通知
	校長の職務の代行について（地教委→教頭又は副校長）
公金口座の代表者名を変更する
　　　　（校長が資金前渡職員の時）
防火管理者の変更（所轄消防署，地教委）

	↓↓
	

	新校長発令
	校長事務引継書（７日以内）
防火管理者の変更（所轄消防署，地教委）
安全運転管理者届（15日以内，所轄公安委員会）
　　　（11人以上の乗車定員の車を所有の場合）

	校長が資金前渡
職員の場合
	資金前渡職員報告書（電算用）
公金口座の代表者名の変更
その他(新校長転任の場合異動に関する書類)



(8) 履歴書の整備
履歴書は，教職員の身分・給与等の事務を適正かつ能率的に進めるための基礎資料となり，人事記録等に関する事項を記載する。変更・追加があれば，その都度記載する。
ア　記載方法について
(ｱ)	ペン書き，黒インキを使用する。（ボールペン可）
ただし，給与改正条例，懲戒処分は年月日，発令事項，発令庁（懲戒処分のみ）すべて朱書きとする。
(ｲ)	使用文字は，辞令文転記以外については，ひらがな，算用数字を使う。
(ｳ)	氏名は，戸籍名と同じ字を用いること。なお，採用時までに氏名変更があった場合，旧氏名は記載しなくてよい。
(ｴ)	現住所は，都道府県名から書き始める。本籍地は，都道府県名のみ記載する。
(ｵ)	学歴は高校以上について，学部・学科まで卒業・修了・中退の区分を書くこと。
(ｶ)	免許状は取得しているもの全てを書くこと。ただし，同校種かつ同教科のものは，最上級のもののみ書くこと。
(ｷ)	発令事項はすべて年月日順とし，原則として１件１行とし，必ず辞令文通りに記載する。
例（任用）　石川県小松市公立学校教員に任命する
（給与）　教育職(二)２級８号給を給する
（補職）　石川県小松市立芦城小学校教諭を命ずる
イ　記載する事項
	氏　　　　名
本籍・現住所
学　　　　歴
免　　　　許
採用以前の職歴
採用後の事項

	改姓
住所変更
高校以後の卒業，修了，中退等年月日
教員免許状の種類，番号，授与年月日
民間会社，自宅経営業，臨時的任用・非常勤講師等の期間
任命，補職，昇給，休職，育休，復職，介休，永年勤続表彰(25年)，
海外出張，内地留学，懲罰，退職，免職



(9)内地留学教育職員免許法
第15条
教育公務員特例法
第22条3項

県教育委員会が研究課題を指定し，国内の大学・教育機関等に対して，教員を短期・長期にわたって派遣する研修をいう。
ア　勤務態様等について
出勤簿は，派遣先にて作成する場合と，籍をおく学校で作成する場合がある。
年次有給休暇は，引続き使用する（転任の場合と同じ）。給料，諸手当等は所属の学校にて支給される（通勤手当等の手続きを忘れずに）。
※　その他に，学校に籍をおく他所勤務の職員（指導主事等）の勤務態様についても，内地留学に準ずる。
※　研修の目的・内容によっては，上記の記載と異なる場合もある。

(10)教育職員免許状教育職員免許法
第15条

教員免許状に変更等があった場合は，申請により書換え又は再交付を受けることができる。
ア　免許状の書換え免許法令施行規則
第20条

免許状の書換えを受けようとする者は，次の書類を教育委員会に提出しなければならない。
(ｱ) 教育職員免許状書換願（様式第12号）
(ｲ) 免許状
(ｳ) 書換えの理由を証する書類
イ　免許状の再交付
免許状の再交付を受けようとする者は，次の書類を教育委員会に提出しなければならない。
(ｱ) 教育職員免許状再交付願
(ｲ) 再交付出願の理由書（様式第13号）及びその理由を証明するに足る書類（相当官公署の証明書）
※　授与県によって提出書類が異なるので注意すること

(11)教員免許更新制
教員免許更新制は，その時々で教員として必要な資質能力が保持されるよう，定期的に最新の知識技能を身に付けることで，教員が自信と誇りを持って教壇に立ち，社会の尊敬と信頼を得ることを目指すことを目的とする制度である。教員免許更新制のしくみ

教員免許更新制の基本的なポイントは次の４つ。
①更新制の目的は，その時々で教員として必要な最新の知識技能を身につけること。
②平成21年４月１日以降に授与された教員免許状に10年間の有効期間が付されること。
③２年間で30時間以上の免許状更新講習の受講・修了が必要となること。
④平成21年３月31日以前に免許状を取得した者にも更新制の基本的な枠組みを適用すること。
ア　受講対象者
更新講習の受講対象者は，普通免許状又は特別免許状を有する者で，以下の該当者。
(ｱ)	現職教員（校長，副校長，教頭を含む。ただし，指導改善研修中の者を除く）
(ｲ)	実習助手，寄宿舎指導員，学校栄養職員，養護職員
(ｳ)	教育長，指導主事，社会教育主事，その他教育委員会において学校教育又は社会教育に関する指導等を行う者
(ｴ)	(ｳ)に準ずる者として県教委が定める者
イ　更新講習の免除対象者
免許状更新講習を受講せずに県教委に申請を行うことによって免許状を更新できる者。
(ｱ) 教員を指導する立場にある者
・校長，副校長，教頭，主幹教諭または指導教諭 
教育長，指導主事，社会教育主事，その他教育委員会において学校教育又は社会・教育に関する指導等を行う者
・免許状更新講習の講師となっている者　など 
(ｲ) 優秀教員表彰者
・文部科学大臣，教育委員会などから，各教科の指導法または生徒指導その他その者の所持する免許状に関係する知識技能が優秀であることについて表彰を受けたことのある者。 ただし表彰を受けた後の1回のみが免除の対象となる。
※　免除対象者にあたる場合でも，県教委に免許状の更新手続に関する申請を行わなければ，免許状は失効するので注意教員免許更新制のしくみ

ウ　有効期間の延長（修了確認期限の延期）
直近に取得した免許状の授与年月日の翌日から10年以内に修了確認期限を迎える場合は，当該期間について延長申請ができる。また，県教委は，やむを得ない事由により免許状更新講習の課程を修了できないと認められるときは，相当の期間を定めて，免許状の有効期間を延長（旧免許状の場合は修了確認期限を延期）することができる。
※　この場合でも必ず県教委に申請を行うことが必要。
ここでいう「やむを得ない事由」とは次のとおり。
・指導改善研修中であること 
・休職中であること 
・産休，育休，病気休暇，介護休暇中であること
・地震，積雪，洪水その他の自然現象により交通が困難となっていること
・海外派遣中であること
・専修免許状の取得のための課程に在籍していること
・教員となった日から有効期間の満了の日（または修了確認期限）までの期間が２年２月未満であること
・その他県教委がやむを得ないと認める事由があること
エ　免許状更新の手続きの流れ
①　最初の修了確認期限がいつになるのかを文部科学省令「教育職員免許法施行規則」にて確認。 
②　修了確認期限の延期が可能な理由に該当する場合や，更新講習の免除対象者に該当する場合は県教委に２年間の期間内に申請。 
※　２年間とは，終了確認期限の２年２月前から２月前の期間を指す。以下同じ。
③　２年間の期間内に，大学などが開設する30時間以上の免許状更新講習を受講・修了。
受講にあたっては，更新講習の開設状況を確認し，各人で希望する更新講習の開設者に申し込む。
免許状更新講習の勤務態様は，職専免。
④　更新講習を修了したことを県教委に申請し，更新講習修了確認を受理。

(12)教職員人事評価制度
教職員人事評価制度は，能力評価と業績評価の二本立てで行なっている。学校教職員勤務
成績評定規則
第2条

以下，教職員人事評価制度評価者用手引き（平成24年３月）より抜粋
ア　人事評価
新たな教職員人事評価制度は，人事管理の基礎として，教職員の職務遂行や勤務実績をできる限り客観的に把握・評価し，その結果を個々人の適性に応じた適材適所の人事配置や能力開発，適切な給与処遇に活用するものである。

【能力評価】
職務遂行に当たり，実際に
発揮した能力を評価する。
〈５段階の絶対評価〉
【業績評価】
職務上挙げた業績をプロセスや
質的な達成水準を含め評価する。
〈５段階の絶対評価〉

〈５段階の絶対評価〉




※　人事評価（能力評価，業績評価）は毎年２回，定期（９月・３月）に行う。

イ　被評価者と評価者及び調整者
	被評価者
	一次評価者
	二次評価者
	調整者

	校　　長
	市町教育長の
指定する者
	
	市町教育長の
指定する者

	副校長・教頭
	校　　長
	市町教育長の
指定する者
	市町教育長の
指定する者

	教諭等
	副校長・教頭
	校　　長
	市町教育長の
指定する者


· 学校間で評価内容に不均衡があれば調整を行う。
ウ　能力評価
能力評価は，教職員が職務を遂行するに当たりとった行動を，発揮することが求められる能力に照らして，該当教職員の発揮した能力の程度を評価するもので，評価項目は下表のとおり管理職と教諭等の区分に応じて５または６項目である。
評価項目
	
	管理職
	教諭等
	能力区分

	職
	校長，副校長，
教頭，部主事
	主幹教諭，指導教諭，
教諭，養護教諭，栄養
教諭，実習助手，寄宿舎
指導員，小中学校栄養
職員，小中学校事務職員
	　

	評価項目
	<全教職員共通に求められる能力・資質>
	

	
	１　倫理
	１　倫理
	教育公務員としての倫理，規律，姿勢

	
	２　交渉力
	２　コミュニケーション力
	他者とのコミュニケーションスキル

	
	<職責に応じて求められる能力・資質>
	

	
	３　課題設定力
	　
	リーダーに
求められる
能力


	
	４　統率力・人材育成力
	３　指導・育成力
	

	
	５　判断力・実行力
	４　企画・実行力
	教職員として
求められる
基礎的な能力


	
	　
	５　向上心・積極性
	

	
	　
	６　知識・技能
	

	
	
	※「実習助手」には，実習教諭を含む



エ　業績評価
業績評価は，年度当初に校長が示した業務分担（果たすべき役割）に基づき，評価期間中に，挙げた業績をプロセスや質的な到達水準を含めて評価するものであり，次の２項目により行う。
	評価項目
	評価内容

	業務達成度
	担当する業務全体の達成度

	
	担当業務を遂行するに当たり，挙げた業績をプロセスや質的な到達水準を含めて総合的に評価する。

	組織貢献度
	組織にとって貢献のあった行動の実績

	
	突発的業務の処理，他教職員への支援・協力，職場の環境改善，雰囲気作りなど，組織にとって貢献のあった行動を評価する。




オ　評価の流れ
	時期
	【評価者】
	【被評価者】

	４月


５月





９月







10月





２月

３月








	
面談シートの提出

◎当初面談
・目標の確認と業務分担（果たすべき役割）の明示
・目標達成や業務に当たっての指導・助言など 



・観察
・指導・助言
面談シートの提出

○人事評価
〈一次評価・二次評価〉
　面談シート，日頃の業務を勘案
〈調整〉
　評価の甘辛，食違い等を調整





◎中間面談
・評価結果のフィードバック
・自己評価の聞き取りと業務に当たっての指導・助言など 



・観察
・指導・助言
面談シートの提出

○人事評価
〈一次評価・二次評価〉
　面談シート，日頃の業務を勘案
〈調整〉
　評価の甘辛，食違い等を調整





◎期末面談
・評価結果のフィードバック
・自己評価の聞き取りと次年度に向けての指導・助言など


	
目標の設定
学校経営計画に基づき本人が設定






・業務遂行
○自己評価
評価期間を振り返り，
目標の進捗状況，発揮した能力，
挙げた業績を自己評価する。












・業務遂行
○自己評価
評価期間を振り返り，
目標の進捗状況，発揮した能力，
挙げた業績を自己評価する。



※今年度の反省
次年度以降の課題の設定




3 - 14
3 - 13
